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１．手引きの構成 

地域指標分析自動作成ツールの手引きは、以下の２冊に分かれています。 

（１）手引き基本編（操作マニュアル）※本手引き 

手引き基本編（操作マニュアル）は、各ツールの画面遷移や入力方法など、ツールの

操作面に特化した手引きです。 

（２）手引き詳細編（副読本） 

手引き詳細編（副読本）は、地域指標分析およびその背景情報等をより深堀りするた

めの情報を掲載した、教科書（副読本）的な手引きです。 

手引き基本編（操作マニュアル） 手引き詳細編（副読本）

 

図 １-1 自動作成ツールの手引きの構成 
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２．はじめに 

（１）地域指標分析自動作成ツールとは 

地域循環共生圏の構築に向けて多様な主体のパートナーシップを形成するためには、

地域ごとの課題や目指すべき方向性等を明らかにし、共通認識とすることが必要であり、

そのために、都市・地域ごとの地域循環共生圏の形成状況を指標で評価できるようにす

ることが重要です。 

しかし、指標に基づく分析を行う場合、データを収集してグラフ等の図表を作成する、

分析ロジックを構築して資料を作成する等の作業が発生し、また、その際にどのような

データを用いて、どのような構成にするかを検討するために多大な時間を要してしまい

ます。  

そこで、地域指標分析自動作成ツール（以下、「本ツール」）は、作業を自動化する

ことで、分析の負荷を大幅に軽減するものになっています。また、分析に係る文章も自

動で挿入されるように作成されていますので、広く利用して頂きたいと考えています。 

 

（２）自動作成ツールの出力スライドの構成 

自動作成ツールから出力される地域指標分析の出力スライドの構成は以下の通りです。 

 

図 ２-1 地域指標分析の目次 

 

ご利用に際してのご留意事項をp2に記載していますので、ご参照ください。
【お問い合わせ】株式会社価値総合研究所（担当：地域指標分析用データ担当） E-mail：reca@vmi.co.jp

目次

１．はじめに p.4

２．地域の人口動態について p.9

３．客観的指標からみた地域の現状 p.12

３-１．地域のストックの状況 p.13

３-２．地域の成果の状況 p.28

３-３．地域の客観的指標の統合化 p.35

４．時系列でみた地域の状況 p.38

４-１．地域のストックの推移 p.39

４-２．地域の成果の推移 p.64

参考１．基準値、目標値との比較 p.86

参考２．各種計画の策定状況 p.90

参考３．地域指標分析シート p.92

3



3 

 

 

３．自動作成ツールの使い方 

（１）自動作成ツールの利用手順 

自動作成ツールからは、地域指標をもとに対象地域における地域循環共生圏の形成状

況を可視化した「地域指標分析」が自動で出力されます。 

以下では、自動作成ツールの利用手順をツールのインターフェースにしたがって説明

します。 

１）Step1：ツールの起動 

「StartPro.exe」をダブルクリックすると、プログラムが起動します（図 ３-1）。 

プログラムの起動画面で「地域指標分析ファイルの作成」をクリックすると、市区町

村の設定画面（Step2）が表示されます。 

• 全てのExcelファイルを閉じてから、

本ツールを起動してください

• 本ツールを起動した後、「マクロを

有効にしますか」というメッセージが
表示される場合は、「有効」を選
択してください

ツール利用時の留意事項

クリックして
「市区町村の設定」画面へ

注 注: クリックすると手引書(PDF)が
開きます

図 ３-1 プログラムの起動画面 
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２）Step2：市区町村の設定 

①Step2-1：分析対象の地域、県、市区町村の選択 

地域指標分析を実施する対象地域を選択します（図 ３-2）。 

まず地方を選択し、次に都道府県、最後に市区町村を選択します。対象地域は 1 地

域から複数市区町村まで任意に選択することができ、選択した地域は画面下部の「選

択された市区町村一覧表」に表示されます。 

②STEP2-2：STEP2-1で選択した地域名を地域名称欄に入力 

地域指標分析を実施する対象地域の地域名称を入力します（図 ３-2）。 

本ツールでは、Step2-1で任意の複数市区町村の選択が可能であり、地域名称欄に地

域指標分析で表示される地域名を入力します。 

③STEP2-3：「計算」ボタンをクリック 

「計算」ボタンをクリックします（図 ３-2）。クリックすると、作業フォルダーの

選択画面（Step3）が表示されます。 

選択した市区町村が表示
（複数の設定が可能）

「地域名称」を入力

「計算」で分析開始

Step2-1

Step2-2

Step2-3

 
図 ３-2 市区町村の設定画面 
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３）Step3：作業フォルダーの選択 

分析資料（PPT）の保存先を選択します。図 ３-2で任意の地域を選択し、最下部にあ

る「計算」ボタンをクリックすると、以下のメッセージが表示されます。 

 

 
図 ３-3 作業フォルダーの選択についてのメッセージ 

 

さらに、図 ３-3 で「OK」ボタンをクリックすると、以下の「作業フォルダーの選択」

画面が表示されます。ここで選択したフォルダーに、最終的に作成した地域指標分析

（PPT）が保存されます。 

 

 
図 ３-4 作業フォルダーの選択 

 

４）Step4：資料の作成 

図 ３-4で「保存」ボタンをクリックすると、資料の作成が始まります（図 ３-5）。 

パソコンの性能によっては、ファイルの立ち上げ等に数分程度時間を要する場合があ

ります。また、作成中は何らかの操作によってシステムが停止する場合があるため、マ

ウスやキーボードを操作せずに待機します。 

システムが停止してしまった場合は、「タスクマネージャー」の「プロセス」のアプ

リにある Microsoft Excelを「タスクの終了」により終了し、最初からやり直します。  
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図 ３-5 計算中の画面 

 

５）Step5：資料の作成終了 

資料の作成が終了すると以下のメッセージが表示されるため、「OK」ボタンをクリッ

クします（図 ３-6）。 

 
図 ３-6 資料作成終了後の画面 
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（２）自動作成ツール利用にあたっての留意点 

自動作成ツール利用に当たっては、以下の点に留意してください。 

１）マクロを有効にし、セキュリティレベルを設定する 

自動作成ツールのシステムが起動したのち、Excel が起動し「マクロが無効にされま

した。」というメッセージが出る場合があります。この場合、「コンテンツの有効化」を

選択します。 

また、「マクロが含まれています」とメッセージが出て、Excel が起動できない場合が

あります。この場合は、Excel のファイルタブを開き、「Excel のオプション」－「セキ

ュリティセンター」－「セキュリティセンターの設定」－「マクロの設定」を表示し、

「デジタル署名されたマクロを除き、すべてのマクロを無効にする」を選択します。 

 
図 ３-7 ツール起動時に表示されるマクロ無効化のメッセージ 

２）「セキュリティリスク」によるマクロのブロックを解消する 

地域経済循環分析ツールのシステムが起動したのち、Excel が起動し「セキュリティ

リスク」というメッセージが出る場合があります（図 ３-8）。 

 

図 ３-8 ツール起動時に表示されるセキュリティリスクのメッセージ 

 

①「Chart_R6.xlsｍ」のプロパティより「許可する」を選択 

この場合、フォルダ「System」内にある「Chart_R７.xlms」を右クリックし、プロ

パティの「全般」タブにある「セキュリティ」より「許可する」を選択します。 

Chart_R7.xlsm

Chart_R7.xlsmのプロパティ

 
図 ３-9 「Chart_R7.xlms」のプロパティ 
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②本ツールの保存場所のパスを信頼できる場所に追加 

①を設定しても「セキュリティリスク」（図 ３-8）が表示される場合、エクセルの

「ファイル」から「オプション」を開き、トラストセンターの設定（またはセキュリ

ティセンターの設定）から「信頼できる場所」を選択します。 

次に、画面右下にある「新しい場所の追加」をクリックし、本ツールの保存場所の

パスを信頼できる場所に追加します。追加が終わると、「自分のネットワーク上にあ

る信頼できる場所を許可する」にチェックを入れて「OK」ボタンをクリックします。 

本ツールの保存場所のパス
を信頼できる場所に追加

チェック

 
図 ３-10 「信頼できる場所」の設定 

 

 

３）Excel を開いた状態ではシステムを起動しない 

システムを起動する際には、すべての Excel及び PowerPointファイルを閉じておきま

す。これらファイルを開いた状態でシステムを起動させると、システムが停止する場合

があります。 

システムが停止してしまった場合は、「タスクマネージャー」の「プロセス」のアプ

リにある Microsoft Excelを「タスクの終了」により終了し、最初からやり直します。 

４）分析資料作成中は PPT（Power Point）ファイルに触らない 

自動作成中の PPT（Power Point）ファイルには触らないようにします。作成中の PPT

に触れるとシステムが停止する場合があります。 

システムが停止してしまった場合は、「タスクマネージャー」の「プロセス」のアプ

リにある Microsoft Excelを「タスクの終了」により終了し、最初からやり直します。 
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５）個人用マクロブックは使用しない 

個人用マクロブックを作成しているパソコンでは、「C:\Users\ユーザー名\AppData 

\Microsoft\Excel\XLSTART」から一時的にマクロブックを移動させるなど、あらかじめ

マクロブックを無力化しておきます。 

「C:\Users\ユーザー名\AppData\Microsoft \Excel\XLSTART」に Excel ファイルが格

納された状態でシステムを起動すると、システムが正常に終了しない場合があります。

システムが終了しない場合、タスクマネージャーにてシステムを終了させたのち、再度

起動させます。 

６）フォルダー名とファイル名、階層等を変更しない 

自動作成ツールのフォルダー「System」「manual」やファイル「CityList.csv」

「MOE.Sys」「Template_R７.pptx」「手引書.pdf」の名称、さらに、これらフォルダーや

ファイルの階層構造（図 ３-11）を変更すると正常に動作しないため、変更しないでく

ださい。 

manual

System

StartPro.exe

手引書.pdf

CityList.csv

MOE.sys

Template_R7.pptx

 
図 ３-11 自動作成ツールのフォルダー名・ファイル名と階層構造 

 

７）ディスプレイの設定がグラフサイズに影響するため適宜設定を変更する 

自動作成ツールで分析資料（Power Point）に貼り付けられるグラフの大きさは、

Windows のディスプレイの設定に依存して小さくなる場合があります。そのため、

Windows のディスプレイの設定では設定値を「100％(推奨)」としてください（図 

３-12）。 

 

 
図 ３-12 拡大縮小とレイアウトの設定（Windows10 の場合の例） 
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８）言語設定が一部の表示に影響するため設定を「日本語」とする 

市区町村の設定画面などの一部では、Windows の言語設定が「日本語」以外の場合に

文字化けする場合があるため、Windows の表示言語を「日本語」としてください（図 

３-13）。 

 

 
図 ３-13 Windows の言語設定（Windows10 の場合の例） 
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４．分析結果の読み方 

４－１ ツールからの出力（地域指標分析）の構成 

地域指標分析の構成は、以下のとおり大きく 3つの章で構成されています。 

（１）地域の人口動態について 

１）地域の人口規模と人口構成の動向 

2010年から 2020年にかけての地域の人口規模の推移と、2010年および 2020年の人口

ピラミッドが表示されます。 

２）人口増減の要因 ～自然増減と社会増減～ 

2010年から 2020年にかけての地域の自然増減および社会増減と、2010年から 2020年

にかけての性別・年齢階層別の社会増減が表示されます。 

（２）客観的指標からみた地域の現状 

１）地域のストック 

「地域のストック」の 7 分野（安心・安全、教育・文化・生活、雇用・福祉、農林水

産、経済・産業、国土・交通、環境）の指標の偏差値が一覧で表示されます。 

２）地域の成果 

「地域の成果」の 3 分野（環境、社会・コミュニティ、経済・財政）の指標の偏差値

が一覧で表示されます。 

３）地域の客観的指標の統合化 

「地域のストック」、「地域の成果」のそれぞれについて、客観的指標の偏差値を分野

別に統合した「統合偏差値」が、分野横断的に俯瞰できるように表示されます。 

（３）時系列でみた地域の状況 

各分野の客観的指標について、2010 年～2023 年における各指標の実数値の推移の一覧

表が表示されます。 
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４－２ 地域指標分析の解説 

（１）地域の人口動態について 

１）地域の人口規模と人口構成の動向：出力スライド 10の解説 

①分析の視点 

地域の人口規模の推移と人口構成の変化がグラフで表示されます。 

この結果をみることで、地域における人口増減について人口規模と年齢構成の 2 つ

の観点から状況を把握できます。 

②分析結果の読み方 

i）人口規模の推移（出力スライド 10上部） 

図 ４-1の上部に 2010年から 2020年の地域の総人口と人口の伸び率（2010年を 1

とする）が表示されます。この結果から、全国平均や同規模地域平均のトレンドと比

較した地域の人口増減のスピードを把握することができます。 

ii）人口構成の変化（出力スライド 10下部） 

また、図 ４-1の下部に 2010年および 2020年の人口ピラミッドが表示されます。

この結果から高齢化の進展度合いを見ることで、自然増減による人口規模の下押し圧

力があるのか把握できます。 

 
図 ４-1 地域の人口規模と人口構成の動向 

ご利用に際してのご留意事項をp2に記載していますので、ご参照ください。
【お問い合わせ】株式会社価値総合研究所（担当：地域指標分析用データ担当） E-mail：reca@vmi.co.jp

377 

595 

697 

738 

531 

586 

633 

852 

980 

1,178 

1,079 

1,195 

1,329 

1,422 

1,614 

1,137 

1,086 

980 

780 

0 500 1,000 1,500 2,000

A市

全国

486 

626 

690 

740 

656 

645 

767 

987 

1,079 

1,345 

1,132 

1,221 

1,311 

1,520 

1,586 

967 

729 

491 

269 

 2,000  1,500  1,000  500  0

0～4歳

5～9歳

10～14歳

15～19歳

20～24歳

25～29歳

30～34歳

35～39歳

40～44歳

45～49歳

50～54歳

55～59歳

60～64歳

65～69歳

70～74歳

75～79歳

80～84歳

85~89歳

90歳以上

A市

全国

681 

761 

822 

943 

769 

887 

978 

1,198 

1,113 

1,222 

1,308 

1,502 

1,722 

1,247 

1,258 

1,376 

1,248 

817 

473 

0 500 1,000 1,500 2,000

A市

全国684 

776 

908 

891 

805 

1,029 

1,154 

1,380 

1,159 

1,259 

1,396 

1,655 

1,807 

1,213 

1,112 

957 

750 

345 

156 

 2,000  1,500  1,000  500  0

0～4歳

5～9歳

10～14歳

15～19歳

20～24歳

25～29歳

30～34歳

35～39歳

40～44歳

45～49歳

50～54歳

55～59歳

60～64歳

65～69歳

70～74歳

75～79歳

80～84歳

85~89歳

90歳以上

A市

全国

39,814 

37,261 

35,040 

1.00 

0.94 

0.88 

1.00 

0.96 

0.91 

1.00 0.99 0.99 

0.80

0.85

0.90

0.95

1.00

1.05

32,000

33,000

34,000

35,000

36,000

37,000

38,000

39,000

40,000

41,000

2010年 2015年 2020年

人
口
の
伸
び
率
（

2
0
1
0
年

=
1
）

総
人
口
（
人
）
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（1）人口規模と人口構成の動向

②人口ピラミッド（2010年） ③人口ピラミッド（2020年）

出所：総務省「国勢調査」より作成。 備考：人口ピラミッドの全国の値は、地域の総人口を合計値としたときの数値。
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２）人口増減の要因 ～自然増減と社会増減～：出力スライド 11の解説 

①分析の視点 

地域の人口増減について自然増減と社会増減に分解し、グラフで表示されます。こ

の結果をみることで、地域における人口増減の要因を把握できます。 

②分析結果の読み方 

i）自然増減と社会増減（出力スライド 11上部） 

図 ４-2の上部に、2010年から 2020年の地域の自然増減および社会増減が表示さ

れます。この結果から、地域の人口増減の要因が自然増減（高齢化の進展など）か社

会増減（人口の流出入）か把握できます。 

図 ４-2では、自然増減のマイナス幅が大きく、社会増減においても人口が減少し

ていることが分かります。 

ii）性別・年齢階層別の社会増減（出力スライド 11下部） 

図 ４-2の下部に、2010年から 2020年の性別・年齢階層別の社会増減1が表示され

ます。この結果から、地域住民の流出入の状況を把握することができます。 

図 ４-2では、15～50歳は転出過多ですが、50歳以降は転入超過であることが分

かります。 

 
図 ４-2 地域の人口増減の要因について 

 
1 ここでの社会増減は純増減（転入-転出）数であり、流出人口よりも流入人口が上回ればプラスとなる。 

ご利用に際してのご留意事項をp2に記載していますので、ご参照ください。
【お問い合わせ】株式会社価値総合研究所（担当：地域指標分析用データ担当） E-mail：reca@vmi.co.jp
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①2010年～2020年の自然増減と社会増減

②年齢階層別の社会増減数
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（２）客観的指標からみた地域の現状 

１）地域のストック：出力スライド 13～27の解説 

①分析の視点 

地域のストックの指標の偏差値が分野別に一覧で表示されます。この結果を見るこ

とで、地域のストックの各分野（安心・安全、教育・文化・生活、雇用・福祉、農林

水産、経済・産業、国土・交通、環境）の水準を、全国平均や同規模地域平均と比較

して把握することができます。 

②分析結果の読み方 

各分野の地域のストック指標の偏差値が、図 ４-3、図 ４-4のとおり、棒グラフと

一覧表に降順で示されます。 

i）グラフ 

図 ４-3の棒グラフでは、地域の指標の偏差値は青色の棒グラフで示されており、

どの指標の偏差値が全国平均（赤色の偏差値 50のライン）、あるいは地域類型平均

（緑色の棒グラフ）と比較して高いのか（低いのか）を把握できます。 

図 ４-3では、地域の成果のうち「雇用・福祉」分野の結果の例を示しています。

この例では、「人口１人当たりの公衆衛生費歳出」の偏差値が全国平均と比較して最

も高く、「ファミリーサポートセンター（育児）の有無」の水準（偏差値）が全国平

均と比較して最も低いことが分かります。 

 
図 ４-3 地域のストック指標の棒グラフ（雇用・福祉分野の場合） 

ご利用に際してのご留意事項をp2に記載していますので、ご参照ください。
【お問い合わせ】株式会社価値総合研究所（担当：地域指標分析用データ担当） E-mail：reca@vmi.co.jp

30 35 40 45 50 55 60 65 70

人口 1 人当たりの公衆衛生費歳出

女性活躍推進計画の策定有無

要介護・要支援者1人当たりの介護施設定員数

6歳未満人口1人当たりの保育所利用定員数

無医地区数

要介護・要支援者1人当たりの介護職員数

人口 1 人当たりの生活保護費歳出

就業人口に占める外国人就業者割合

人口当たりの労働費歳出

人口当たりの病床数

障害者差別解消に関する条例策定の有無

人口 10 万人当たりの薬剤師数

人口当たりの医師数

大学・大学院卒就業者割合

ファミリーサポートセンター（育児）の有無

偏差値

A市 同規模地域（1万人以上～5万人未満）※三大都市圏の平均 全国平均

全国平均

（1）地域のストック指標 ③雇用・福祉

◼ 雇用・福祉分野のストックは、「人口 1 人当たりの公衆衛生費歳出」の偏差値が最も高く、全国平均、同規模地域平均をともに上回る。

◼ 最も偏差値の低い指標は、「ファミリーサポートセンター（育児）の有無」であり、全国平均、同規模地域平均を共に下回る。
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ii）一覧表 

図 ４-4の一覧表では、各指標の地域の偏差値と実数値、同規模地域平均の偏差値

と実数値、そして全国平均の実数値および全国順位（1,741市区町村中）が把握でき

ます。 

 
図 ４-4 地域のストック指標の一覧表（雇用・福祉分野の場合） 

 

③各分野の指標 

地域のストックの各分野の指標、およびデータの出所は下表のとおりです。 

表 ４-1 地域のストック指標 

分野 指標 データの出所 

安心・安全 

防犯設備（オートロック、防犯カメラ）のある共同住宅
に住む世帯の割合 

総務省「住宅・土地統計調査」 

人口当たりの警察署数 国土交通省「国土数値情報」 

人口当たりの消防費歳出 総務省「市町村別決算状況調」 

人口当たりの消防署数 国土交通省「国土数値情報」 

教育・文化・
生活 

人口当たりの図書館の面積 総務省「公共施設状況調経年比較表」 

人口当たりの公民館の面積 総務省「公共施設状況調経年比較表」 

マイナンバーカード普及率 総務省「マイナンバーカード交付状況について」 

学校におけるインターネット接続率（光ファイバ回線） 
文部科学省「学校における教育の情報化の実

態等に関する調査」 

学校における教育用 PC１台当たりの児童生徒数 
文部科学省「学校における教育の情報化の実

態等に関する調査」 

義務教育における、児童・生徒 1人当たりの教員数 文部科学省「学校基本調査」 

小中学校学生 1 人当たりのトイレ数 
文部科学省「公立小中学校施設のトイレの状
況調査」 

ご利用に際してのご留意事項をp2に記載していますので、ご参照ください。
【お問い合わせ】株式会社価値総合研究所（担当：地域指標分析用データ担当） E-mail：reca@vmi.co.jp

19

（1）地域のストック指標 ③雇用・福祉

全国
順位
1,741
市区町村

全国平均
(実数値)

同規模地域平均A市
指標名No.

実数値偏差値実数値偏差値

20372.02 千円/人48.28 千円/人46.80131.39 千円/人58.01人口 1 人当たりの公衆衛生費歳出1

10.73 0.82 52.061 56.06女性活躍推進計画の策定有無2

3040.18 人0.19 人50.630.25 人55.29要介護・要支援者1人当たりの介護施設定員数3

4880.64 人0.63 人49.810.8 人53.166歳未満人口1人当たりの保育所利用定員数4

10.34 地区0.1 地区51.920 地区52.74無医地区数5

5030.11 人0.11 人50.500.12 人51.89要介護・要支援者1人当たりの介護職員数6

37721.29 千円/人12.88 千円/人44.6519.66 千円/人48.97人口 1 人当たりの生活保護費歳出7

7021.53 ％1.42 ％49.381.25 ％48.39就業人口に占める外国人就業者割合8

1,3061.12 千円/人0.49 千円/人48.980 千円/人48.19人口当たりの労働費歳出9

9161077.67 床/10万人994.91 床/10万人49.23879 床/10万人48.16人口当たりの病床数10

670.04 0.01 48.350 48.01障害者差別解消に関する条例策定の有無11

727187.39 人/10万人47.3 人/10万人47.7455 人/10万人47.86人口 10 万人当たりの薬剤師数12

1,014178.26 人/10万人162.55 人/10万人49.20119.86 人/10万人47.02人口当たりの医師数13

1,45814.98 ％17.09 ％53.098.88 ％41.07大学・大学院卒就業者割合14

1,0180.58 0.58 49.830 38.14ファミリーサポートセンター（育児）の有無15

注１：「人口 10 万人当たりの薬剤師数」は2023年の統計値から算出されている
注２：「ファミリーサポートセンター（育児）の有無」の実数値は、有=1、無=0 としている
注３：「人口 1 人当たりの生活保護費歳出」は都道府県から歳出されている町村においては欠測となる
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分野 指標 データの出所 
文部科学省「学校基本統計」 

人口当たりの大学数 国土交通省「国土数値情報」 

人口当たりの研究機関数 国土交通省「国土数値情報」 

人口当たりの体育施設の面積 総務省「公共施設状況調経年比較表」 

人口当たりの博物館の面積 総務省「公共施設状況調経年比較表」 

人口当たりの重要文化財の数 国土交通省「国土数値情報」 

雇用・福祉 

6歳未満人口 1人当たりの保育所利用定員数 厚生労働省「保育所等関連状況取りまとめ」 

ファミリーサポートセンター（育児）の有無 
一般財団法人女性労働協会「サポートセンター
検索」 

要介護・要支援者 1人当たりの介護職員数 厚生労働省「介護サービス施設・事業所調査」 

要介護・要支援者 1人当たりの介護施設定員数 厚生労働省「介護サービス施設・事業所調査」 

人口当たりの医師数 厚生労働省「医師・歯科医師・薬剤師統計」 

人口当たりの薬剤師数 厚生労働省「医師・歯科医師・薬剤師統計」 

人口当たりの病床数 厚生労働省「医療施設調査」 

無医地区数 厚生労働省「無医地区等調査」 

人口 1 人当たりの公衆衛生費歳出 総務省「市町村別決算状況調」 

人口当たりの労働費歳出 総務省「市町村別決算状況調」 

大学・大学院卒就業者割合 総務省「国勢調査」、就業状態等基本集計 

就業人口に占める外国人就業者割合 総務省「国勢調査」、就業状態等基本集計 

人口 1 人当たりの生活保護費歳出 総務省「市町村別決算状況調」 

女性活躍推進計画の策定有無 
内閣府「女性活躍推進法―「見える化」サイト

―」 

障害者差別解消に関する条例策定の有無 
一般財団法人地方自治研究機構「障害者差

別解消に関する条例」 

農林水産 

農業従事者数の割合 地域経済循環分析用データ 

耕地面積の割合 農林水産省「作物統計調査」 

林業従事者数の割合 地域経済循環分析用データ 

森林面積の割合 農林水産省「農林業センサス」 

水産業従事者数の割合 地域経済循環分析用データ 

人口当たりの水産加工場数 漁業センサス 

経済・産業 

人口当たりの消費の流入額 地域経済循環分析用データ 

人口当たりの所得の流入額 地域経済循環分析用データ 

人口当たりの工業用地の面積 国土交通省「国土数値情報」 

人口当たりの商工費歳出 総務省「市町村別決算状況調」 

人口当たりの商店街数 総務省統計局「経済センサス‐活動調査」 

人口当たりの地場産業関連施設数 国土交通省「国土数値情報」 

金融業従事者数の割合 地域経済循環分析用データ、経済センサス 

金融業の付加価値額シェア 地域経済循環分析用データ、経済センサス 

産業競争力強化法に基づく「創業支援等事業計画」
認定の有無 

経済産業省中小企業庁「地域における創業支
援体制の整備（産業競争力強化法につい

て）」 

新設事業所数の総事業所数に占める割合 総務省統計局「経済センサス‐活動調査」 

廃業事業所数の総事業所数に占める割合 総務省統計局「経済センサス‐活動調査」 

国土・交通 

DID人口密度 総務省「国勢調査」人口等基本集計 

市街化区域に住んでいる人口の割合 総務省「国勢調査」就業状態等基本集計 

徒歩圏に医療機関がある世帯の割合 総務省「住宅・土地統計調査」 



17 

 

 

分野 指標 データの出所 
徒歩圏に介護施設がある世帯の割合 総務省「住宅・土地統計調査」 

徒歩圏に公民館・集会所がある世帯の割合 総務省「住宅・土地統計調査」 

徒歩圏に店舗がある世帯の割合 経済産業省「商業統計」（メッシュデータ） 

住宅床面積 総務省「住宅・土地統計調査」 

住宅保有率（持ち家比率） 総務省「住宅・土地統計調査」 

空き家率 総務省「住宅・土地統計調査」 

65 歳以上が居住する世帯においてバリアフリー化がされ
ている世帯数の割合 

総務省「住宅・土地統計調査」 

緑被率 国土交通省「国土数値情報」 

人口当たりの公園面積 総務省「公共施設状況調経年比較表」 

下水道・浄化槽処理人口普及率 国土交通省「汚水処理人口普及状況」 

人口 1 人当たりの下水道費歳出 総務省「市町村別決算状況調」 

65歳以上人口当たりのデマンドバス便数 
国土交通省「平成 28年度国土数値情報（バ
スルート等）の新たな作成手法検討業務調査
結果」 

公共交通の徒歩圏充足率 総務省「住宅・土地統計調査」 

道路実延長（対域内面積比） 総務省「統計でみる市区町村のすがた」 

無電柱化推進計画又は条例の策定有無 
NPO 法人 電線のない街づくり支援ネットワーク
「無電柱化資料室」 

人口当たりのカーシェアステーション数 カーシェア・マップ 

人口当たりの自動車保有台数 環境省「部門別 CO2排出量の現況推計」 

人口当たりの河川費歳出 総務省「市町村別決算状況調」 

人口当たりの災害復旧費歳出 総務省「市町村別決算状況調」 

人口当たりの土木費歳出 総務省「市町村別決算状況調」 

徒歩圏に緊急避難所がある世帯の割合 総務省「住宅・土地統計調査」 

洪水浸水想定区域面積の割合 国土交通省「国土数値情報」 

30年以内に震度 6弱に見舞われる確率 
防災科学技術研究所「地震ハザードステーショ
ン」 

液状化被害の発生リスク 
防災科学技術研究所「地震ハザードステーショ
ン」 

津波の発生リスク 国土交通省「国土数値情報」 

火山被害の発生リスク 活動火山対策特別措置法 

土砂災害の発生リスク 国土交通省「国土数値情報」 

人口当たりの集客施設数 国土交通省「国土数値情報」 

人口当たりの観光資源数 国土交通省「国土数値情報」 

人口 1 人当たりの地域で開催されるお祭りへの参加者

数 
各市区町村Webサイトなど 

環境 

地球温暖化対策推進法に基づく地方公共団体実行
計画の策定有無 

環境省「地方公共団体実行計画（区域施策
編）策定支援サイト」 

太陽光を利用した発電機器がある住宅の割合 総務省「住宅・土地統計調査」 

太陽熱を利用した温水機器等がある住宅の割合 総務省「住宅・土地統計調査」 

二重以上のサッシ又は複層ガラスの窓が設置されている
住宅の割合 

総務省「住宅・土地統計調査」 

ゼロカーボンシティの表明有無 
環境省「地方公共団体における 2050 年二酸
化炭素排出実質ゼロ表明の状況」 

グリーン購入の取り組み度の評価 
グリーン購入ネットワーク「地方公共団体のグリー
ン購入取り組みランキング」 

人口当たりの EV充電スタンドの充電口数 EV充電スタンド情報共有サイト「GoGoEV」 
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分野 指標 データの出所 

人口当たりの水素ステーション数 
燃料電池実用化推進協議会「商用水素ステー
ション情報」および環境省「地域再エネ水素ステ
ーションの一覧」 

人口当たりの再エネ導入量 地域経済循環分析用データ 

人口当たりの環境 NPO の数 内閣府「NPO法人ポータルサイト」 

流域水循環計画の策定有無 
内閣官房水循環政策本部事務局「流域水循
環計画の策定状況」 

湧水保全活動の実施有無  環境省「湧水保全ポータルサイト」 

人口 1人当たりの河川・ダム湖の 1日当たり利用者数 国土交通省「河川水辺の国勢調査」 

人口当たりの地域資源（自然景観資源）数 国土交通省「国土数値情報」 

生物多様性地域戦略の策定有無 環境省「生物多様性地域戦略データベース」 

廃棄物処理業従事者数の割合 地域経済循環分析用データ 

人口当たりの清掃費歳出 総務省「市町村別決算状況調」 

資源循環ビジネスの付加価値額シェア 地域経済循環分析用データ 

SDGs の各種計画への反映有無 内閣府「SDGs に関する全国アンケート調査」 

SDGｓローカル指標（自治体独自の評価指標）の
設定の有無 

内閣府「SDGs に関する全国アンケート調査」 

SDGs 未来都市選定都市への選定有無 
内閣府「2018 年度～2024 年度ＳＤＧｓ未
来都市等選定都市一覧」 
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２）地域の成果：出力スライド 28～34の解説 

①分析の視点 

地域の成果の各分野の指標の偏差値が一覧で表示されます。 

この結果を見ることで、地域のストックから産み出される成果（フロー）の水準を、

「環境」「社会・コミュニティ」「経済・財政」の 3 つの観点で、全国平均や同規模

地域平均と比較して把握することができます。 

②分析結果の解説 

地域のストック指標と同様、各分野の地域の成果指標の偏差値が、図 ４-5、図 ４-6

のとおり、棒グラフと一覧表に降順で示されます。 

i）棒グラフ 

図 ４-5の棒グラフでは、地域の指標の偏差値は青色の棒グラフで示されており、

どの指標の偏差値が全国平均（赤色の偏差値 50のライン）、あるいは地域類型平均

（緑色の棒グラフ）と比較して高いのか（低いのか）を把握できます。 

図では、地域の成果のうち「環境」分野の結果の例を示しています。この例では、

「人口当たりの清掃費歳出」の偏差値が全国平均と比較して最も高く、「地球温暖化

対策推進法に基づく地方公共団体実行計画の策定有無」の偏差値が全国平均と比較し

て最も低いことが分かります。 

 
図 ４-5 地域の成果指標の棒グラフ（環境分野の場合） 

ご利用に際してのご留意事項をp2に記載していますので、ご参照ください。
【お問い合わせ】株式会社価値総合研究所（担当：地域指標分析用データ担当） E-mail：reca@vmi.co.jp

30 35 40 45 50 55 60 65 70

人口当たりの清掃費歳出

ゼロカーボンシティの表明有無

SDGs の各種計画への反映有無

資源循環ビジネスの付加価値額シェア

廃棄物処理業従事者数の割合

人口当たりの再エネ導入量

人口1人当たりの河川・ダム湖の1日当たり利用者数

人口当たりの水素ステーション数

流域水循環計画の策定有無

人口当たりの地域資源（自然景観資源）数

太陽熱を利用した温水機器等がある住宅の割合

人口当たりの環境NPOの数

人口当たりのEV充電スタンドの充電口数

生物多様性地域戦略の策定有無

SDGs 未来都市選定都市への選定有無

SDGｓローカル指標（自治体独自の評価指標）の設定の有無

二重以上のサッシ又は複層ガラスの窓が設置されている住宅の割合

太陽光を利用した発電機器がある住宅の割合

湧水保全活動の実施有無

グリーン購入の取り組み度の評価

地球温暖化対策推進法に基づく地方公共団体実行計画の策定有無

偏差値

A市 同規模地域（1万人以上～5万人未満）※三大都市圏の平均 全国平均

全国平均

（1）地域のストック指標 ⑦環境

◼ 環境分野のストックは、「人口当たりの清掃費歳出」の偏差値が最も高く、全国平均、同規模地域平均をともに上回る。

◼ 最も偏差値の低い指標は、「地球温暖化対策推進法に基づく地方公共団体実行計画の策定有無」であり、全国平均、同規模地域平均を共
に下回る。
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ii）一覧表 

図 ４-6の一覧表では、各指標の地域の偏差値と実数値、同規模地域平均の偏差値

と実数値、そして全国平均の実数値および全国順位が把握できます。 

 
図 ４-6 地域の成果指標の一覧表（環境分野の場合） 

 

③各分野の指標 

地域の成果の各分野の指標、およびデータの出所は下表のとおりです。各指標の詳

細解説は、手引き詳細編（副読本）の「４ 指標の解説」を参照してください。 

 

表 ４-2 地域の成果指標 

分類 指標 データの出所 

環境 

河川の BOD 環境省「水環境総合情報サイト」 

湖沼の COD 環境省「水環境総合情報サイト」 

海域の COD 環境省「水環境総合情報サイト」 

PM2.5年平均値 国立環境研究所「環境 GIS」 

窒素酸化物年平均値 国立環境研究所「環境 GIS」 

硫黄酸化物年平均値 国立環境研究所「環境 GIS」 

再生可能エネルギーの生産額割合 地域経済循環分析用データ 

ごみ搬入量に占める有害廃棄物の割合 環境省「一般廃棄物処理事業実態調査」 

1人 1日当たりのごみ排出量（家庭部門） 環境省「一般廃棄物処理事業実態調査」 

1人 1日当たりの最終処分量 環境省「一般廃棄物処理事業実態調査」 

ごみのリサイクル率 環境省「一般廃棄物処理事業実態調査」 

人口当たりの産業部門の CO2排出量 環境省「部門別 CO2排出量の現況推計」 

ご利用に際してのご留意事項をp2に記載していますので、ご参照ください。
【お問い合わせ】株式会社価値総合研究所（担当：地域指標分析用データ担当） E-mail：reca@vmi.co.jp

（1）地域のストック指標 ⑦環境
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全国
順位
1,741
市区町村

全国平均
(実数値)

同規模地域平均A市

指標名No.
実数値偏差値実数値偏差値

4128.37 千円/人23.6 千円/人48.7592.15 千円/人66.76人口当たりの清掃費歳出1

10.61 0.5 47.751 58.00ゼロカーボンシティの表明有無2

10.65 0.63 49.681 57.37SDGs の各種計画への反映有無3

3451.12 ％1.35 ％52.331.58 ％54.65資源循環ビジネスの付加価値額シェア4

3840.86 ％0.89 ％50.391.15 ％53.12廃棄物処理業従事者数の割合5

5161.28 kW/人1.01 kW/人48.911.21 kW/人49.72人口当たりの再エネ導入量6

8006.82 人3.6 人49.590 人49.13人口1人当たりの河川・ダム湖の1日当たり利用者数7

1120.08 箇所/10万人0.18 箇所/10万人51.480 箇所/10万人48.89人口当たりの水素ステーション数8

650.04 0 48.050 48.05流域水循環計画の策定有無9

1,23381.27 箇所/10万人19.59 箇所/10万人48.340 箇所/10万人47.81人口当たりの地域資源（自然景観資源）数10

5415.79 ％5.67 ％49.764.59 ％47.57太陽熱を利用した温水機器等がある住宅の割合11

95117.37 法人/10万人12.41 法人/10万人48.488.56 法人/10万人47.30人口当たりの環境NPOの数12

91937.13 箇所/10万人35.55 箇所/10万人49.6822.83 箇所/10万人47.13人口当たりのEV充電スタンドの充電口数13

1670.1 0.08 49.340 46.75生物多様性地域戦略の策定有無14

1900.11 0.06 48.540 46.51SDGs 未来都市選定都市への選定有無15

2690.15 0.13 49.240 45.73SDGｓローカル指標（自治体独自の評価指標）の設定の有無16

78532.6 ％28.29 ％47.4423.04 ％44.32
二重以上のサッシ又は複層ガラスの窓が設置されている住宅の割
合

17

7775.66 ％6.54 ％53.003.81 ％43.70太陽光を利用した発電機器がある住宅の割合18

5560.32 0.2 47.500 43.16湧水保全活動の実施有無19

1,0469.21 点5.71 点46.971 点42.90グリーン購入の取り組み度の評価20

6100.35 0.23 47.570 42.66
地球温暖化対策推進法に基づく地方公共団体実行計画の策
定有無

21

注１：「地球温暖化対策推進法に基づく地方公共団体実行計画の策定有無」、「生物多様性地域戦略の策定有無」、「流域水循環計画の策定有無」、「SDGs 未来都市選定都市への選定有無」、「SDGs の各種計画への反映有無」、「ゼロカーボンシティの表明有無」、「湧水保全
活動の実施有無」、「ローカル指標（自治体独自の評価指標）の設定の有無」の実数値は、有=1、無=0 としている。

注２：「河川・ダム湖の1日当たり利用者数」は、主にスポーツ、釣り、ボート、散策等のレジャー目的の利用者の数。 注３：「グリーン購入の取り組み度の評価」は45点満点で評価されている。なお、アンケート無回答の市町村は欠測となる。
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分類 指標 データの出所 
人口当たりの民生部門の CO2排出量 環境省「部門別 CO2排出量の現況推計」 

人口当たりの運輸部門の CO2排出量 環境省「部門別 CO2排出量の現況推計」 

社会・コミュ
ニティ  

相対的貧困率 総務省「住宅・土地統計調査」 

非正規雇用の割合 総務省「国勢調査」就業状態等基本集計 

合計特殊出生率 厚生労働省「人口動態保健所・市区町村別統計」 

待機児童数の保育所申込者数に対する割合 厚生労働省「保育所等関連状況取りまとめ」 

5歳未満人口割合 総務省「国勢調査」人口等基本集計 

5歳未満児の死亡率 厚生労働省「人口動態統計」 

私立・国立小学校の割合 文部科学省「学校基本調査」 

私立・国立中学校の割合 文部科学省「学校基本調査」 

高等教育（大学）への進学率 文部科学省「学校基本調査」 

平均寿命 厚生労働省「市区町村別生命表」 

人口当たりの糖尿病、心血管疾患の死亡者

数 
厚生労働省「人口動態統計」 

人口当たりの自殺死亡者数 厚生労働省「人口動態統計」 

要介護認定者の、65歳以上人口に占める割

合 
厚生労働省「介護保険事業状況報告」 

生産年齢人口当たりの高齢者数 総務省「国勢調査」人口等基本集計 

就業率の男女間格差 総務省「国勢調査」就業状態等基本集計 

非正規雇用の割合の男女間格差 総務省「国勢調査」就業状態等基本集計 

女性の農業経営者割合 農林水産省「農林業センサス」 

役員の男女比間格差 総務省「国勢調査」就業状態等基本集計 

水害被害額の GRP に占める割合 国土交通省「水害統計調査」 

洪水浸水想定区域の居住人口の割合 国土交通省「国土数値情報」 

30 年以内に発生する地震による被害リスク

（震度 6弱） 
防災科学技術研究所「地震ハザードステーション」 

液状化による被害リスク 防災科学技術研究所「地震ハザードステーション」 

津波による被害リスク 国土交通省「国土数値情報」 

火山による被害リスク 活動火山対策特別措置法 

土砂災害による被害リスク 国土交通省「国土数値情報」 

人口当たりの刑法犯認知件数 各都道府県警ウェブサイト 

人口当たりの建物火災出火件数 総務省「統計でみる市区町村のすがた」 

人口当たりの交通事故死亡者数 厚生労働省「人口動態統計」 

経済・財政 

失業率 総務省「国勢調査」就業状態等基本集計 

職住比 総務省「国勢調査」就業状態等基本集計 

通勤の公共交通利用率 土地利用交通モデル（全国版）データセット 

市内通勤率 総務省「国勢調査」就業状態等基本集計 

通勤時間 総務省「住宅・土地統計調査」 

人口当たりの雇用者所得 地域経済循環分析用データ 

人口当たりのその他所得 地域経済循環分析用データ 

農業の労働生産性 地域経済循環分析用データ 

林業の労働生産性 地域経済循環分析用データ 

水産業の労働生産性 地域経済循環分析用データ 
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分類 指標 データの出所 
第 2次産業の労働生産性 地域経済循環分析用データ 

第 3次産業の労働生産性 地域経済循環分析用データ 

人口当たりの所得の流入額（=消費と投資

の流入額） 
地域経済循環分析用データ 

人口当たりの観光入込客数（私用流入） 日本観光振興協会「デジタル観光統計オープンデータ」 

人口当たりの水揚げ量（海面） 海面漁業生産統計調査 

人口当たりのエネルギー代金の流入額 地域経済循環分析用データ 

農業の付加価値額シェア 地域経済循環分析用データ 

林業の付加価値額シェア 地域経済循環分析用データ 

水産業の付加価値額シェア 地域経済循環分析用データ 

製造業付加価値額シェア 地域経済循環分析用データ 

小売業付加価値額シェア 地域経済循環分析用データ 

産業の多様性（エントロピー指数） 地域経済循環分析用データ 

人口当たりの物資の集中量 土地利用交通モデル（全国版）データセット 

財政力指数 総務省「地方財政状況調査関係資料」 

実質公債費比率 総務省「地方財政状況調査関係資料」 

経常収支比率 総務省「地方財政状況調査関係資料」 

自主財源比率 総務省「地方財政状況調査関係資料」 

 

３）地域の客観的指標の統合化：出力スライド 36、37の解説 

①分析の視点 

「地域のストック」、「地域の成果」のそれぞれについて、客観的指標の偏差値を

分野別に統合した「統合偏差値」が表示されます。 

この結果を見ることで、自地域の強み・弱みや全国における位置づけを、分野横断

的に俯瞰して把握することができます。 

②分析結果の解説 

地域のストック、地域の成果それぞれについて、分野別の統合偏差値が、図 ４-7、

図 ４-8のとおり、レーダーチャートで示されます。 

この図を見ることで、どの分野の統合偏差値が全国平均、あるいは同規模地域平均

と比較して高いのか（低いのか）を俯瞰的に把握できます。 

図の例では、地域のストックについては「農林水産」や「経済・産業」分野等の統

合偏差値が全国平均を上回っている一方で、「雇用・福祉」「環境」「国土・交通」

分野で統合偏差値が低く、地域のストック全体でみると全国平均を下回っている（偏

差値が 50以下である）ことが分かります。 

他方、地域の成果については、「環境」分野が全国平均を上回っているものの、

「社会・コミュニティ」「経済・財政」分野は全国平均を下回り、地域の成果全体で
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みると全国平均を下回っていることが分かります。 

 

 
図 ４-7 地域のストック指標を分野別に統合化した結果 

 

 
図 ４-8 地域の成果指標を分野別に統合化した結果 

ご利用に際してのご留意事項をp2に記載していますので、ご参照ください。
【お問い合わせ】株式会社価値総合研究所（担当：地域指標分析用データ担当） E-mail：reca@vmi.co.jp

（3）地域の客観的指標の統合化 ①地域のストック

◼ A市の地域のストックの全国順位は1,498位と低い。

◼分野別に見ると、「農林水産」分野の偏差値が高い一方で、「安心・安全」分野の偏差値が低い。

注：分野ごとの客観的指標の偏差値を市町村別に単純平均した値をもとに、分野別の偏差値を算出。

36

安心・安全

教育・文化・生活

雇用・福祉

農林水産経済・産業

国土・交通

環境
偏差値：49.43

全国順位：980位

偏差値：46.46

全国順位：1,685位

偏差値：50.63

全国順位：767位

偏差値：51.96

全国順位：462位

偏差値：49.53

全国順位：1,316位

偏差値：48.99

全国順位：1,509位

偏差値：46.37

全国順位：1,314位

ストックの総合

A市

全国平均

同規模地域平均

偏差値：49.05

全国順位：1,498位

ご利用に際してのご留意事項をp2に記載していますので、ご参照ください。
【お問い合わせ】株式会社価値総合研究所（担当：地域指標分析用データ担当） E-mail：reca@vmi.co.jp

（3）地域の客観的指標の統合化 ②地域の成果

◼ A市の地域の成果の全国順位は677位と平均的。

◼分野別に見ると、「環境」分野の偏差値が高い一方で、「社会・コミュニティ」分野の偏差値が低い。

注：分野ごとの客観的指標の偏差値を市町村別に単純平均した値をもとに、分野別の偏差値を算出。

A市 全国平均 同規模地域平均

37

成果の総合

社会・コミュニティ経済・財政

環境

偏差値：50.46

全国順位：677位

偏差値：49.39

全国順位：1,076位

偏差値：48.15

全国順位：1,430位

偏差値：53.83

全国順位：96位
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（３）時系列でみた地域の状況 

１）地域のストックの推移：出力スライド 39～64の解説 

①分析の視点 

各分野の地域のストック指標について、2010 年、2013 年、2015 年、2018 年、2020

年、2023年における実数値が、図 ４-9、図 ４-10のとおり示されます。 

i）グラフ 

図 ４-9の折れ線グラフでは、地域の指標の実数値は赤色の折れ線グラフで示され

ており、各指標の実数値が全国平均（青色の折れ線グラフ）、及び同規模地域平均

（緑色）と比較して高いのか（低いのか）を把握できます。 

図 ４-9では、地域のストックのうち「環境」分野の結果の例を示しています。例

えば、「太陽光を利用した発電機がある住宅の割合」は全国及び同規模地域では年々

上昇傾向ですが、A市では、2015年以降低下していることがわかります。 

 
図 ４-9 地域のストック指標の変化率の棒グラフ（環境分野の場合） 

ii）一覧表 

一覧表図 ４-10の一覧表では、各指標の実数値について地域、同規模地域平均、

そして全国平均の推移（2010年、2013年、2015年、2018年、2020年、2023年）が

把握できます。 

ご利用に際してのご留意事項をp2に記載していますので、ご参照ください。
【お問い合わせ】株式会社価値総合研究所（担当：地域指標分析用データ担当） E-mail：reca@vmi.co.jp
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人口当たりの再エネ導入量 太陽光を利用した発電機器がある住宅の割合

太陽熱を利用した温水機器等がある住宅の割合 二重以上のサッシ又は複層ガラスの窓が設置されている住宅の割合
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図 ４-10 地域のストック指標の一覧表（環境分野の場合） 

 

②各分野の指標 

地域のストックの推移の各分野の指標、およびデータの出所は下表のとおりです。 

表 ４-3 地域のストックの推移の指標 

分野 指標 データの出所 

安心・安全 

防犯設備（オートロック、防犯カメラ）のある共同住宅
に住む世帯の割合 

総務省「住宅・土地統計調査」 

人口当たりの消防費歳出 総務省「市町村別決算状況調」 

教育・文化 

人口当たりの図書館の面積 総務省「公共施設状況調経年比較表」 

人口当たりの公民館の面積 総務省「公共施設状況調経年比較表」 

マイナンバーカード普及率 総務省「マイナンバーカード交付状況について」 

学校におけるインターネット接続率（光ファイバ回線） 
文部科学省「学校における教育の情報化の実
態等に関する調査」 

学校における教育用 PC１台当たりの児童生徒数 
文部科学省「学校における教育の情報化の実
態等に関する調査」 

義務教育における、児童・生徒 1人当たりの教員数 文部科学省「学校基本調査」 

人口当たりの体育施設の面積 総務省「公共施設状況調経年比較表」 

人口当たりの博物館の面積 総務省「公共施設状況調経年比較表」 

6歳未満人口 1人当たりの保育所利用定員数 厚生労働省「保育所等関連状況取りまとめ」 

労働・福祉 
 

要介護・要支援者 1人当たりの介護職員数 厚生労働省「介護サービス施設・事業所調査」 

要介護・要支援者 1人当たりの介護施設定員数 厚生労働省「介護サービス施設・事業所調査」 

人口当たりの医師数 厚生労働省「医師・歯科医師・薬剤師統計」 

人口当たりの病床数 厚生労働省「医療施設調査」 

人口当たりの公衆衛生費歳出 総務省「市町村別決算状況調」 

人口当たりの生活保護費歳出 総務省「市町村別決算状況調」 

ご利用に際してのご留意事項をp2に記載していますので、ご参照ください。
【お問い合わせ】株式会社価値総合研究所（担当：地域指標分析用データ担当） E-mail：reca@vmi.co.jp

（1）地域のストック指標の変化 ⑦環境

単位

全国平均同規模地域平均A市

指標名No.

202320202018201520132010202320202018201520132010202320202018201520132010

kW/人1.521.280.870.470.27－1.201.010.760.390.19－1.331.210.960.460.13－人口当たりの再エネ導入量1

％6.715.665.664.244.241.527.686.546.544.724.721.765.533.813.814.274.271.73
太陽光を利用した発電機器がある
住宅の割合

2

％4.985.795.797.157.151.525.115.675.676.976.971.764.504.594.595.705.701.73
太陽熱を利用した温水機器等があ
る住宅の割合

3

％35.9632.6032.6028.9528.9524.2732.4328.2928.2923.7423.7417.6828.2823.0423.0418.9918.9912.87
二重以上のサッシ又は複層ガラスの
窓が設置されている住宅の割合

4

法人/10万
人

17.3717.3715.1613.4511.027.9112.4112.4111.029.738.015.748.568.568.058.055.020.00人口当たりの環境NPOの数5

人6.826.827.497.497.047.043.603.604.184.183.643.640.000.000.000.000.000.00
人口1人当たりの河川・ダム湖の1日
当たり利用者数

6

箇所/10万
人

81.2781.2774.2974.2968.1268.1219.5919.5917.9117.9116.2916.290.000.000.000.000.000.00
人口当たりの地域資源（自然景観
資源）数

7

千円/人30.1128.3724.8123.8021.3821.7824.8023.6021.5522.0320.5520.3612.1292.159.408.587.1810.50人口当たりの清掃費歳出8

％0.850.860.800.760.750.740.890.890.890.890.870.851.151.150.920.610.570.52廃棄物処理業従事者数の割合9

％1.761.771.631.571.471.542.362.292.112.121.951.953.493.122.651.971.691.43
資源循環ビジネスの付加価値額シェ
ア

10

64
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分野 指標 データの出所 
人口当たりの労働費歳出 総務省「市町村別決算状況調」 

大学・大学院卒就業者割合 総務省「国勢調査」、就業状態等基本集計 

就業人口に占める外国人就業者割合 総務省「国勢調査」、就業状態等基本集計 

農林水産 

農業従事者数の割合 地域経済循環分析用データ 

耕地面積の割合 農林水産省「作物統計調査」 

林業従事者数の割合 地域経済循環分析用データ 

森林面積の割合 農林水産省「農林業センサス」 

水産業従事者数の割合 地域経済循環分析用データ 

人口当たりの水産加工場数 漁業センサス 

経済・産業 

人口当たりの商工費歳出 総務省「市町村別決算状況調」 

金融業従事者数の割合 地域経済循環分析用データ、経済センサス 

金融業の付加価値額シェア 地域経済循環分析用データ、経済センサス 

新設事業所数の総事業所数に占める割合 総務省統計局「経済センサス‐活動調査」 

廃業事業所数の総事業所数に占める割合 総務省統計局「経済センサス‐活動調査」 

国土・交通 
 

DID人口密度 総務省「国勢調査」人口等基本集計 

市街化区域に住んでいる人口の割合 総務省「国勢調査」就業状態等基本集計 

徒歩圏に医療機関がある世帯の割合 総務省「住宅・土地統計調査」 

徒歩圏に介護施設がある世帯の割合 総務省「住宅・土地統計調査」 

徒歩圏に公民館・集会所がある世帯の割合 総務省「住宅・土地統計調査」 

徒歩圏に店舗がある世帯の割合 経済産業省「商業統計」（メッシュデータ） 

住宅床面積 総務省「住宅・土地統計調査」 

住宅保有率（持ち家比率） 総務省「住宅・土地統計調査」 

空き家率 総務省「住宅・土地統計調査」 

緑被率 国土交通省「国土数値情報」 

人口当たりの公園面積 総務省「公共施設状況調経年比較表」 

人口当たりの下水道費歳出 総務省「市町村別決算状況調」 

下水道・浄化槽処理人口普及率 国土交通省「汚水処理人口普及状況」 

公共交通の徒歩圏充足率 総務省「住宅・土地統計調査」 

道路実延長（対域内面積比） 総務省「統計でみる市区町村のすがた」 

人口当たりの自動車保有台数 環境省「部門別 CO2排出量の現況推計」 

人口当たりの河川費歳出 総務省「市町村別決算状況調」 

人口当たりの災害復旧費歳出 総務省「市町村別決算状況調」 

人口当たりの土木費歳出 総務省「市町村別決算状況調」 

徒歩圏に緊急避難所がある世帯の割合 総務省「住宅・土地統計調査」 

環境 

太陽光を利用した発電機器がある住宅の割合 総務省「住宅・土地統計調査」 

太陽熱を利用した温水機器等がある住宅の割合 総務省「住宅・土地統計調査」 

二重以上のサッシ又は複層ガラスの窓が設置されている
住宅の割合 

総務省「住宅・土地統計調査」 

人口当たりの再エネ導入量 地域経済循環分析用データ 

人口当たりの環境 NPO の数 内閣府「NPO法人ポータルサイト」 

人口 1人当たりの河川・ダム湖の 1日当たり利用者数 国土交通省「河川水辺の国勢調査」 

人口当たりの地域資源（自然景観）数 国土交通省「国土数値情報」 

廃棄物処理業の従事者数割合 地域経済循環分析用データ 

人口当たりの清掃費歳出 総務省「市町村別決算状況調」 

資源循環ビジネスの付加価値額シェア 地域経済循環分析用データ 
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２）地域の成果の推移：出力スライド 65～85の解説 

①分析の視点 

各分野の地域のストック指標について、2010 年、2013 年、2015 年、2018 年、2020

年、2023年における実数値が、図 ４-11、図 ４-12のとおり示されます。 

i）グラフ 

図 ４-11の折れ線グラフでは、地域の指標の実数値は赤色の折れ線グラフで示さ

れており、各指標の実数値が全国平均（青色の折れ線グラフ）、及び同規模地域平均

（緑色）と比較して高いのか（低いのか）を把握できます。 

図 ４-11では、地域の成果のうち「環境」分野の結果の例を示しています。例え

ば、「人口当たりの運輸部門の CO2排出量」は、全国及び同規模地域では 2020年か

ら 2023年にかけて増加していますが、A市では、2020年から 2023年にかけて減少し

ていることがわかります。 

 
図 ４-11 地域の成果指標の変化率の棒グラフ（環境分野の場合） 

 

ii）一覧表 

図 ４-12の一覧表では、各指標の実数値について地域、同規模地域平均、そして

全国平均の推移（2010年、2013年、2015年、2018年、2020年、2023 年）が把握で

きます。 

 

ご利用に際してのご留意事項をp2に記載していますので、ご参照ください。
【お問い合わせ】株式会社価値総合研究所（担当：地域指標分析用データ担当） E-mail：reca@vmi.co.jp
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（2）地域の成果指標の変化 ①環境

66

再生可能エネルギーの生産額割合 人口当たりの産業部門のCO2排出量

人口当たりの民生部門のCO2排出量 人口当たりの運輸部門のCO2排出量
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図 ４-12 地域の成果指標の一覧表（環境分野の場合） 

②各分野の指標 

地域の成果の推移の各分野の指標、およびデータの出所は下表のとおりです。 

 

表 ４-4 地域の成果の推移の指標 

分類 指標 データの出所 

環境 

河川の BOD 環境省「水環境総合情報サイト」 

湖沼の COD 環境省「水環境総合情報サイト」 

海域の COD 環境省「水環境総合情報サイト」 

PM2.5年平均値 国立環境研究所「環境 GIS」 

窒素酸化物年平均値 国立環境研究所「環境 GIS」 

硫黄酸化物年平均値 国立環境研究所「環境 GIS」 

再生可能エネルギーの生産額割合 地域経済循環分析用データ 

ごみ搬入量に占める有害廃棄物の割合 環境省「一般廃棄物処理事業実態調査」 

1人 1日当たりのごみ排出量（家庭部門） 環境省「一般廃棄物処理事業実態調査」 

1人 1日当たりの最終処分量 環境省「一般廃棄物処理事業実態調査」 

ごみのリサイクル率 環境省「一般廃棄物処理事業実態調査」 

人口当たりの産業部門の CO2排出量 環境省「部門別 CO2排出量の現況推計」 

人口当たりの民生部門の CO2排出量 環境省「部門別 CO2排出量の現況推計」 

人口当たりの運輸部門の CO2排出量 環境省「部門別 CO2排出量の現況推計」 

社会・コミュ
ニティ  

相対的貧困率 総務省「住宅・土地統計調査」 

非正規雇用の割合 総務省「国勢調査」就業状態等基本集計 

合計特殊出生率 厚生労働省「人口動態保健所・市区町村別統計」 

ご利用に際してのご留意事項をp2に記載していますので、ご参照ください。
【お問い合わせ】株式会社価値総合研究所（担当：地域指標分析用データ担当） E-mail：reca@vmi.co.jp

（2）地域の成果指標の変化 ①環境

単位

全国平均同規模地域平均A市

指標名No.

202320202018201520132010202320202018201520132010202320202018201520132010

％65.8054.0056.3048.6038.40－74.3060.8069.8063.3049.60－76.7060.0094.3090.2077.60－
再生可能エネルギーの生産額割
合

1

t/人3.874.074.394.614.744.373.764.004.054.494.544.305.376.125.595.985.255.80
人口当たりの産業部門のCO2排
出量

2

t/人2.742.672.743.333.512.862.192.112.172.672.822.342.232.062.302.482.852.25
人口当たりの民生部門のCO2排
出量

3

t/人2.312.292.372.462.402.461.911.882.012.112.102.192.642.662.802.852.752.85
人口当たりの運輸部門のCO2排
出量

4

mg/L1.271.251.231.211.371.391.531.481.491.351.591.59河川のBOD5

mg/L3.933.513.583.503.533.691.952.151.853.323.453.29湖沼のCOD6

mg/L1.831.821.841.871.871.882.052.032.172.192.072.121.991.871.922.051.872.07海域のCOD7

μg/m38.019.0010.4912.2914.2915.648.229.0510.7412.4814.3716.338.608.2010.8011.7016.4015.35PM2.5年平均値8

ppb0.010.010.010.010.010.020.010.010.010.020.020.020.000.010.010.010.010.01窒素酸化物年平均値9

ppb0.000.000.000.000.000.000.000.000.000.000.000.000.000.000.000.000.000.00硫黄酸化物年平均値10

％0.220.260.280.260.280.290.230.170.160.380.240.210.050.000.000.000.000.00
ごみ搬入量に占める有害廃棄物の
割合

11

g/人日
254.4

4
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4
291.3

8
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2
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3
338.6

2
176.7

6
213.8

6
231.2

2
250.3

2
276.1

0
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2
96.91

156.9
0

119.6
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118.2
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122.4
0

83.531人1日当たりの最終処分量12

g/人日
646.4

7
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5
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2
680.1

3
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2
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8
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7
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8
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0
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499.1

2
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3
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5
500.5

4
481.2

2
1人1日当たりのごみ排出量（家
庭部門）

13

%19.9820.6921.0821.6621.9022.2421.9720.9421.3922.0722.6423.3118.1017.3819.1017.4718.0017.95ごみのリサイクル率14

70
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分類 指標 データの出所 
待機児童数の保育所申込者数に対する割合 厚生労働省「保育所等関連状況取りまとめ」 

5歳未満人口割合 総務省「国勢調査」人口等基本集計 

5歳未満児の死亡率 厚生労働省「人口動態統計」 

私立・国立小学校の割合 文部科学省「学校基本調査」 

私立・国立中学校の割合 文部科学省「学校基本調査」 

高等教育（大学）への進学率 文部科学省「学校基本調査」 

平均寿命 厚生労働省「市区町村別生命表」 

人口当たりの糖尿病、心血管疾患の死亡者

数 
厚生労働省「人口動態統計」 

人口当たりの自殺死亡者数 厚生労働省「人口動態統計」 

要介護認定者の、65歳以上人口に占める割

合 
厚生労働省「介護保険事業状況報告」 

生産年齢人口当たりの高齢者数 総務省「国勢調査」人口等基本集計 

就業率の男女間格差 総務省「国勢調査」就業状態等基本集計 

非正規雇用の割合の男女間格差 総務省「国勢調査」就業状態等基本集計 

役員比率の男女間格差 総務省「国勢調査」就業状態等基本集計 

水害被害額の GRP（域内総生産）に占め

る割合 
国土交通省「水害統計調査」 

洪水浸水想定区域の居住人口の割合 国土交通省「国土数値情報」 

30 年以内に発生する地震による被害リスク

（震度 6弱） 
防災科学技術研究所「地震ハザードステーション」 

液状化による被害リスク 防災科学技術研究所「地震ハザードステーション」 

津波による被害リスク 国土交通省「国土数値情報」 

火山による被害リスク 活動火山対策特別措置法 

土砂災害による被害リスク 国土交通省「国土数値情報」 

人口当たりの刑法犯認知件数 各都道府県警ウェブサイト 

人口当たりの建物火災出火件数 総務省「統計でみる市区町村のすがた」 

人口当たりの交通事故死亡者数 厚生労働省「人口動態統計」 

経済・財政 

失業率 総務省「国勢調査」就業状態等基本集計 

職住比 総務省「国勢調査」就業状態等基本集計 

通勤の公共交通利用率 土地利用交通モデル（全国版）データセット 

市内通勤率 総務省「国勢調査」就業状態等基本集計 

通勤時間 総務省「住宅・土地統計調査」 

人口当たりの雇用者所得 地域経済循環分析用データ 

人口当たりのその他所得 地域経済循環分析用データ 

農業の労働生産性 地域経済循環分析用データ 

林業の労働生産性 地域経済循環分析用データ 

水産業の労働生産性 地域経済循環分析用データ 

第 2次産業の労働生産性 地域経済循環分析用データ 

第 3次産業の労働生産性 地域経済循環分析用データ 

人口当たりの所得の流入額（=消費と投資

の流入額） 
地域経済循環分析用データ 

人口当たりの観光入込客数（私用流入） 
土地利用交通モデル（全国版）データセット、日本観光振

興協会「デジタル観光統計オープンデータ」 
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分類 指標 データの出所 
人口当たりの水揚げ量（海面） 海面漁業生産統計調査 

人口当たりのエネルギー代金の流入額 地域経済循環分析用データ 

農業の付加価値額シェア 地域経済循環分析用データ 

林業の付加価値額シェア 地域経済循環分析用データ 

水産業の付加価値額シェア 地域経済循環分析用データ 

製造業付加価値額シェア 地域経済循環分析用データ 

小売業付加価値額シェア 地域経済循環分析用データ 

産業の多様性（エントロピー指数） 地域経済循環分析用データ 

人口当たりの物資の集中量 土地利用交通モデル（全国版）データセット 

財政力指数 総務省「地方財政状況調査関係資料」 

実質公債費比率 総務省「地方財政状況調査関係資料」 

経常収支比率 総務省「地方財政状況調査関係資料」 

自主財源比率 総務省「地方財政状況調査関係資料」 

 

（４）参考１. 基準値・目標値との比較（出力スライド 86~89 の解説） 

図 ４-13では、環境分野の成果指標（CO2排出量、水質、大気質）について、分析対象

地域の値と、環境省の定める基準値・目標値との比較が可能です。 

詳細な内容については、副読本の「５－１ 参考 1. 「基準値・目標値との比較」の解

説」にて解説しています。 

 

 
図 ４-13「基準値・目標値との比較」シート 

 

ご利用に際してのご留意事項をp2に記載していますので、ご参照ください。
【お問い合わせ】株式会社価値総合研究所（担当：地域指標分析用データ担当） E-mail：reca@vmi.co.jp
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（５）参考２.  各種計画等の策定状況（出力スライド 91~92 の解説） 

図 ４-14 では、分析対象地域における各種計画や条例等の策定状況を把握することが

可能です。また、全国及び同規模地域における各種計画や条例等の策定済み自治体の割

合も示しています。 

 

 
図 ４-14 「各種計画等の策定状況」シート 

  

ご利用に際してのご留意事項をp2に記載していますので、ご参照ください。
【お問い合わせ】株式会社価値総合研究所（担当：地域指標分析用データ担当） E-mail：reca@vmi.co.jp

91

各種計画等の策定状況

策定状況の時点
策定済み自治体の割合A市

の策定状況
指標名No.

全国同規模地域

2024年79%84%○産業競争力強化法に基づく「創業支援等事業計画」認定の有無1

2024年73%82%○女性活躍推進計画の策定有無2

2024年4%1%－障害者差別解消に関する条例策定の有無3

2023年11%6%－無電柱化推進計画又は条例の策定有無4

2024年35%23%－地球温暖化対策推進法に基づく地方公共団体実行計画の策定有無5

2024年10%8%－生物多様性地域戦略の策定有無6

2023年32%20%－湧水保全活動の実施有無7

2024年30%29%－流域水循環計画の策定有無8

2024年61%50%○ゼロカーボンシティの表明有無9

2024年65%63%○SDGs の各種計画への反映有無10

2024年15%13%－ローカル指標（自治体独自の評価指標）の設定の有無11

2024年11%6%－SDGs 未来都市選定都市への選定有無12
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（６）参考３．地域指標分析シート 

地域指標分析では、全国一律で入手可能なデータを指標（地域のストック・地域の成

果）として網羅的に整備しており、分野横断的な分析することが可能です。 

詳細な内容については、副読本の「３．地域指標の分析」で、地域指標分析をもとに

施策の方向性を検討するための手順を解説しています。 

 

１）地域の特徴の整理：出力スライド 93の解説 

図 ４-15 は、出力スライド 13～27 の出力結果をもとに、分析対象地域の長所と短所

を分析するためのシートです。 

 
図 ４-15 長所と短所の分析シート 

  

長所と短所の分析

93

◼分析対象地域の特徴（長所と短所）を記載してください

長所もしくは短所分野No.

１

２

３

４

５

６

７

８

９

１０

１１

１２

１３
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２）施策の方向性の検討：出力スライド 94の解説 

図 ４-16は、前頁にて分析した地域の長所と短所をもとに、地域の課題を解決し、目

指す目標を実現するための施策の方向性及び具体的な方策を検討するためのシートです。 

 

 
図 ４-16 地域分析と施策の方向性の検討シート 

  

施策の方向性及び具体的な方策の検討

94

具体的な方策施策の方向性目指す目標
解決したい課題
（短所）
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４－３ 参考：地域の分類（同規模地域） 

地域類型化にあたっては、全国の市区町村を「圏域（三大都市圏または地方圏）」と

「人口規模」で合計 14 類型に分類しています。この分類は、環境省の地域経済循環分析

と同様です。 

 

表 ４-5 地域類型一覧 

地域 

類型 
自治体例 圏域 人口規模 

1 
長野県松川村、長野県池田町、福岡県添田町、 

福井県美浜町、岩手県岩泉町、など 

地方圏 

1万人未満 

2 
滋賀県野洲市、群馬県富岡市、北海道登別市、 

山口県萩市、福島県喜多方市、など 

1万人以上～5万

人未満 

3 
福岡県大野城市、長野県佐久市、新潟県三条市、 

新潟県新発田市、栃木県鹿沼市、など 

5万人以上～10

万人未満 

4 
岩手県盛岡市、福島県福島市、青森県青森市、 

新潟県長岡市、茨城県水戸市、など 

10万人以上～30

万人未満 

5 
大分県大分市、岡山県倉敷市、石川県金沢市、 

広島県福山市、長崎県長崎市、など 

30万人以上～50

万人未満 

6 
福岡県北九州市、新潟県新潟市、静岡県浜松市、 

熊本県熊本市、岡山県岡山市、など 

50万人以上～

100万人未満 

7 北海道札幌市、福岡県福岡市、広島県広島市、宮城県仙台市 100万人以上 

8 
岐阜県輪之内町、千葉県大多喜町、神奈川県中井町、 

三重県大台町、京都府宇治田原町、など 

三大都市圏 

1万人未満 

9 
千葉県富里市、愛知県東浦町、千葉県大網白里市、 

兵庫県小野市、兵庫県赤穂市、など 

1万人以上～5万

人未満 

10 
岐阜県可児市、愛知県江南市、兵庫県芦屋市、 

千葉県印西市、埼玉県東松山市、など 

5万人以上～10

万人未満 

11 
兵庫県明石市、大阪府茨木市、三重県津市、 

千葉県市原市、大阪府八尾市、など 

10万人以上～30

万人未満 

12 
兵庫県西宮市、千葉県松戸市、千葉県市川市、 

兵庫県尼崎市、東京都町田市、など 

30万人以上～50

万人未満 

13 
千葉県千葉市、大阪府堺市、神奈川県相模原市、 

千葉県船橋市、埼玉県川口市、など 

50万人以上～

100万人未満 

14 
神奈川県横浜市、大阪府大阪市、愛知県名古屋市、 

兵庫県神戸市、東京都世田谷区、など 
100万人以上 

 


